
 

育児休業制度を巡る課題と推進策に関する分
析レポート（HUGME, 2025年5月版） 
エグゼクティブサマリー 
本レポートは、日本における育児休業制度が企業と従業員双方に与える影響と、それに伴う具体的
な課題を深く掘り下げ、その相互関連性を分析する。近年、男性の育児休業取得率は大幅に上昇し
ているものの、女性との間に依然として大きな格差が存在し、取得期間の短さや取得後の職場復帰
における課題が顕在化している。 
企業側は、育児休業取得者の増加に伴う「代替人員の確保と業務負担増」を最も懸念している。こ
れに加え、「職場風土と管理職の意識」が男性育児休業取得を阻害する要因となり、「従業員間の公
平性」や「経済的影響への懸念」も課題として認識されている。一方、育児休業を取得した従業員側
は、「経済的不安」を筆頭に、「同僚への負担懸念」、「キャリアパスへの影響」、そして「職場復帰後
の精神的健康と相談環境の不足」といった多岐にわたる課題に直面している。 
これらの課題は単独で存在するのではなく、相互に影響し合っている。例えば、企業における業務の
属人化や柔軟な働き方の欠如は、従業員の同僚への負担懸念を増幅させ、結果として育児休業の
取得期間を短縮させる要因となる。また、従来の評価制度が労働時間や在籍期間を重視する傾向
にあることは、育児休業取得者のキャリアパスへの不安や、非取得者との間の公平性に関する懸念
を生み出している。 
本レポートでは、これらの課題を詳細に分析し、その根本原因と相互関係を明らかにする。そして、
育児休業のさらなる推進と、企業および従業員双方の幸福度向上に資する具体的な提言を行う。提
言には、単なる制度整備に留まらない職場全体の意識改革、柔軟な働き方改革の推進、成果主義
に基づく評価制度の見直し、経済的支援の拡充、そして心理的安全性の確保が含まれる。育児休業
の推進は、従業員の定着率向上、企業イメージ向上、ひいては社会全体の活力向上に繋がる戦略
的な投資であると位置づけられるべきである。 

はじめに：育児休業制度の現状と重要性 
少子高齢化が進む日本において、労働力人口の減少は喫緊の社会経済的課題である。この課題に
対応し、持続可能な社会を構築するためには、女性の継続的な就業支援と男性の育児参加促進が
不可欠とされている。育児休業制度は、従業員が仕事と育児を両立できるよう支援し、多様な働き方
を実現するための重要な社会インフラとしての役割を担っている。 
近年、育児休業制度は大きな変革期を迎えている。特に、2022年の育児・介護休業法改正は、男性
の育児休業取得を促進するための画期的な一歩となった。この改正により、企業は従業員に対して
育児休業制度を周知し、取得意向を確認することが義務化され、「産後パパ育休（出生時育児休
業）」が創設された 。これらの制度的整備は、男性が育児に主体的に関わり、夫婦間で育児の役割
を分担することが「当たり前」となる社会への転換を促すことを目的としている 。 
しかし、制度が整備された一方で、その運用や実態においては、企業側と従業員側の双方に依然と
して多くの課題が存在する。本レポートでは、これらの課題を多角的に分析し、育児休業制度が真に
機能し、企業と従業員双方にとって有益なものとなるための解決策を探る。 

最新の育児休業取得動向 
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育児休業取得率の推移（男女別） 

厚生労働省の「雇用均等基本調査」によると、女性の育児休業取得率は長らく8割台で推移してお
り、高い水準を維持している 。 
一方、男性の育児休業取得率は、長らく低水準に留まっていたものの、近年急上昇している。2015
年度の2.65%から、2023年度には30.1%へと大幅に増加した 。これは前年度から13.0ポイントの上
昇であり、有期雇用労働者の男性でも26.9%と大幅に増加している 。この数値は、以前の政府目標
（2020年までに13%）を大きく上回るものであり、男性の育児参加に対する社会的な意識変化と制度
整備の効果が表れていると考えられる。 
以下の表は、男女別の育児休業取得率の推移を示している。 
表1：育児休業取得率の推移（男女別） 
年度（平成） 女性取得率（%） 男性取得率（%） 
8 49.1 0.12 
11 56.4 0.42 
14 64.0 0.33 
16 70.6 0.56 
17 72.3 0.50 
19 89.7 1.56 
20 90.6 1.23 
21 85.6 1.72 
22 83.7 1.38 
23 87.8 2.63 
24 83.6 1.89 
25 83.0 2.03 
26 86.6 2.30 
27 81.5 2.65 
令和5年度（2023） 84.1 30.1 
このデータは、男性の育児休業取得が着実に増加していることを示唆する一方で、女性の取得率と
比較すると依然として大きな隔たりがあることを浮き彫りにしている。 

男性育児休業取得の増加と期間の多様化 

男性の育児休業取得率は急上昇しているものの、その取得期間には依然として短期傾向が見られ
る。厚生労働省の調査によると、男性の育児休業取得期間は「2週間未満」が約4割を占めるなど、
女性が9割以上が6ヶ月以上取得しているのと比較してかなり短い傾向にある 。しかし、近年では「1
ヶ月以上3ヶ月未満」の取得割合が増加しており、取得期間の多様化が見られる 。男性医師を対象
とした調査でも、1日、1週間前後、2週間、1ヶ月、2ヶ月など、様々な期間で育児休業が取得されて
いることが報告されている 。 
男性育児休業取得率の急上昇は、単なる制度改正だけでなく、社会全体の意識変化の兆候と捉え
ることができる。男性が育児休業を取得しやすい環境が整いつつあるという認識が広がり、実際に
取得する人が増えている。しかし、取得期間の短さから、男性育児休業が「休む」というよりも「一時
的に育児に関わる」という認識に留まっている可能性があり、真の育児分担にはまだ課題が残され
ている。 
この「取得率の急上昇」と「取得期間の短さ」のギャップは、男性が育休を「取得しやすい環境になっ
た」と感じつつも 、依然として「長期間休むことへの心理的・構造的障壁」が存在することを示唆して
いる。特に、男性の約4割が、実際に取得した期間が「望んだ期間よりも短かった」と回答しており、
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その理由として「職場に迷惑がかかることへの懸念」や「業務の都合で長期間の休暇が取れなかっ
た」といった点が挙げられている 。これは、制度が整っても、職場の実態や個人の意識が追いつい
ていない可能性を示唆している。男性育児休業が「一時的な手伝い」ではなく「主体的な育児参加」
へと質的に変化するためには、取得期間の長期化を阻む要因（業務の属人化、同僚の負担、キャリ
アへの懸念など）への根本的なアプローチが必要である。これにより、単なる数値目標達成だけでな
く、育児分担の質的向上と、それに伴う女性のキャリア継続支援にも繋がることが期待される。 

育児休業取得がもたらす好影響 

育児休業の取得は、個人や家庭だけでなく、企業や社会全体に多岐にわたる好影響をもたらすと認
識されている 。 

●​ 親子関係: 育児への理解促進、積極的な育児参加意識の向上、子どもとの愛着形成、子ども
からの信頼の獲得、父親の存在感の増加などが挙げられる 。 

●​ 夫婦関係: 育児協力の認識共有、良好な夫婦関係の構築、夫婦間のコミュニケーション増
加、家事・育児負担の偏り解消、妻の負担軽減、お互いの理解深化に寄与する 。 

●​ 働き方: 仕事のメリハリがつき、無駄な在院時間の削減、早期帰宅意識の向上、職場での育
児への関与姿勢の理解促進、チームでの共有体制の意識向上、同僚への育休取得推奨と
いったポジティブな変化が報告されている 。 

●​ 職場環境: 育休取得が「当たり前」という風土の醸成、育児・家庭への配慮の理解、周囲の育
休取得のしやすさ、チームでの業務補完体制の強化に繋がる 。 

育児休業取得後も、半数以上の男性医師が主担当する育児や家事があると回答しており、育休取
得者の87%が今でもメリットを感じていると報告されている 。デメリットを感じているのはわずか5%
で、「育休後に休みが取りにくかった」「世間の風当たりが良くなかった」といった内容であった 。 
育児休業の好影響は、個人の家庭生活に留まらず、職場全体の生産性向上や従業員のエンゲージ
メント強化にも波及する。育児休業は単なる「福利厚生」ではなく、企業の「人的資本経営」における
重要な戦略的投資である。一部の経営層が男性育児休業に反対する背景には「企業の生産性に与
える影響への懸念」があるが、実証研究では「生産性の伸び率に有意な差は見られなかった」と報
告されており、この懸念はデータによって否定されている 。育児休業取得がもたらすポジティブな変
化（効率的な働き方、チームワーク強化、従業員満足度向上）は、結果的に企業の生産性や競争力
向上に寄与する可能性が高い。これは、育児休業推進がコストではなく、長期的なリターンを生む投
資であるというパラダイムシフトを企業に促す重要な示唆となる。企業は、育児休業を「一時的な欠
員」ではなく「未来への投資」と捉えるべきである。 

企業が抱える課題 
企業が育児休業制度の運用において直面する課題は多岐にわたる。これらの課題は、従業員の育
児休業取得を阻害する要因となるだけでなく、組織全体の生産性や従業員満足度にも影響を与える
可能性がある。 

代替人員の確保と業務負担の増加 

育児休業中の仕事を代替人員なしで同僚がこなすことによる業務負担の増加は、企業側が最も多く
懸念する課題として挙げられている 。特に、業務の属人化が進んでいる職場においては、特定の従
業員が休業することで業務が滞り、残された同僚へのしわ寄せが大きくなる傾向がある。この課題
は、単なるリソース不足だけでなく、業務プロセスの非効率性や属人化に起因する構造的な問題で
あり、これが従業員側の「同僚への負担懸念」の根源となっている 。企業が代替人員や業務負担の
課題を解決できない限り、従業員は心理的に育児休業を取得しにくい状況が続く。 
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この課題は、単に「人が足りない」という問題に留まらず、業務プロセスの標準化、マニュアル化、タ
スクシェアリング、デジタル化といった「働き方改革」の遅れが根底にある。業務の属人化解消は、育
児休業だけでなく、子の看護休暇のような突発的な休みや、多様な働き方への対応力を高める上で
不可欠な要素であり、企業のレジリエンス（回復力）向上にも繋がる 。 

職場風土と管理職の意識の課題 

職場の風土と管理職の意識は、育児休業取得の促進において重要な要素となる。「育児休業は希
望すれば取れるオプションの一つにすぎない」という認識 や、上司や管理職自身の育児休業取得率
が低いこと が、特に男性の育児休業取得を阻む要因となっている。一部の企業の経営層が男性育
児休業に反対する背景には、企業の生産性に与える影響への懸念があるとされている 。しかし、企
業規模や業績、業種の違いを考慮して比較した結果、男性育児休業に積極的な企業とそうでない企
業の間で生産性の伸び率に有意な差は見られなかったと報告されている 。 
この経営層の「生産性懸念」と、実際の「生産性への悪影響がない」というデータとの間に認識ギャッ
プが存在する。このギャップと、管理職の育児休業取得経験の不足が、職場に「育児休業を取りにく
い雰囲気」を醸成し、従業員の取得意欲を阻害する根本原因となっている 。これは、事実に基づか
ない「思い込み」が組織文化を形成し、従業員の行動を制限する典型的な例である。意識改革は、
単に制度を周知するだけでなく、経営層や管理職が育児休業のポジティブな側面を理解し、率先し
て取得したり、取得を推奨する「イクボス宣言」のような具体的な行動を示すことが不可欠である 。こ
れにより、心理的安全性が高まり、従業員が安心して育児休業を取得・復帰できる環境が醸成され
る 。 

人事評価・従業員間の公平性への懸念 

育児休業を取得した従業員が、人事評価にマイナスの影響を受けるのではないかと懸念する声が
聞かれる 。この懸念は、特に管理職ではない従業員において顕著である 。また、大手法人が感じる
課題として「従業員間の公平性」（34.7%）が最多であり、これは育児中の従業員とそれ以外の従業
員間の公平性、および所属部門や働く場所の違う従業員間の公平性に関する懸念が主な内容であ
る 。 
育児休業取得者への評価懸念は、企業の評価制度が「労働時間」や「在席期間」に依存しているこ
とに起因し、これが「従業員間の公平性」という新たな課題を生み出している。従来の評価制度が長
時間労働や在席期間を重視する傾向にあるため、育児休業取得者（特に男性で短期取得が多い場
合）や時短勤務者 が不利になるという懸念が生じる。この「不利」は、育児中の従業員とそうでない
従業員との間で「不公平感」を生み出す。特に、育児休業取得者の業務を非取得者が代替する場
合、非取得者の業務負担が増えることで、公平性への不満が高まる 。公平性の課題は、単に育児
休業取得者への配慮だけでなく、組織全体のモチベーションとエンゲージメントに影響を及ぼす。こ
れを解決するためには、労働時間ではなく成果や貢献度を重視する評価制度への移行 が不可欠で
ある。これにより、育児休業取得者が不利になることを防ぎ、同時に非取得者も育児休業取得者の
業務をカバーすることに対する納得感を得やすくなる。 

経済的影響への懸念 

企業側の課題として直接的に「経済的影響」が挙げられているわけではないが、経営層が男性育児
休業に反対する背景に「生産性への影響への懸念」があり、これは経済的側面と密接に関連してい
る 。企業が育児休業取得による生産性低下を懸念すると、それは給与水準や昇進機会に影響を与
え、結果として従業員の経済的不安を増幅させる。 
この企業側の経済的懸念は、従業員側の最大の不安要素である「収入が減るかもしれない」という
懸念 と密接に繋がっている。企業が育児休業取得をコストと見なせば、従業員の給与や昇進に消

4 



 

極的になり、それが従業員の経済的不安を増大させ、結果的に育児休業取得を躊躇させるという負
のサイクルが生まれる。企業は、育児休業取得が生産性に悪影響を与えないという実証研究の結
果 を認識し、両立支援等助成金 などの外部支援を積極的に活用することで、経済的懸念を払拭
し、従業員の経済的不安を軽減する必要がある。これにより、企業は優秀な人材の定着を図り、長
期的な競争力を確保できる。 
以下の表は、企業側が抱える主な課題とその懸念度をまとめたものである。 
表2：企業側が抱える主な課題とその懸念度 
課題項目 懸念度合い/詳細 
代替人員の確保と業務負担の増加 最も多く挙げられる懸念（28名） 
育休期間の短さへの認識 育休を取っても長くないという認識（19名） 
育休のオプション視 育休は希望すれば取れるオプションの一つにすぎないとい

う認識（14名） 
育休取得者自身の業務調整 育休中の仕事を誰がどのようにこなすかを育休取得者自

身があらかじめ考えなければならない（12名） 
上司や管理職の育休取得率の低さ 上司や管理職が育休をあまり取らないため、同僚の男性

医師で育休を取る人が少ない（12名） 
旗振り役の不在 男性育休取得の旗振り役がいない（11名） 
従業員間の公平性 大手法人の最多の課題（34.7%）。部門や働く場所の違う

従業員間の公平性への懸念 
経済的影響への懸念（生産性） 経営層が男性育休に反対する背景（生産性への影響懸

念）。実証研究では有意な差なし 

育児休業取得従業員が抱える課題 
育児休業を取得する従業員は、制度の利用前後において、様々な個人的・心理的な課題に直面す
る。これらの課題は、育児休業の取得を躊躇させる要因となるだけでなく、復帰後のキャリア継続や
エンゲージメントにも影響を及ぼす可能性がある。 

同僚への負担増加懸念と職場復帰への不安 

育児休業取得者が同僚への負担増加を懸念する声は非常に多く、これが育児休業の取得、特に長
期取得をためらう大きな要因となっている 。男性の育児休業取得者の約半数が、望んだ期間よりも
短い育児休業しか取得できなかった理由として「職場に迷惑がかかることを懸念した」と回答してい
る 。この従業員の「同僚への負担懸念」は、企業側の「代替人員確保と業務負担増」という構造的課
題の裏返しであり、企業がこの課題を解消しない限り、従業員は心理的な壁を感じ続けることにな
る。 
職場復帰への不安は女性で83.3%と非常に高く、特に「育児と仕事の両立」（73.6%）が最大の懸念
事項である 。男性も復帰後に「子どもと過ごす時間が確保できない」「育児と仕事の両立が困難」と
いった課題に直面していることが報告されている 。これらの不安は、単なる業務適応の問題だけで
なく、育児との両立の難しさや、職場環境が育児に十分に配慮しているかへの不信感に根差してい
る。柔軟な働き方制度（時短勤務、リモートワークなど）が形骸化している、あるいは制度があっても
利用しにくい職場風土がある場合、従業員の不安はさらに増大する 。この相互依存的な課題を解決
するには、企業が業務の属人化解消や適切な人員配置、柔軟な働き方の推進に積極的に取り組む
ことで、従業員の心理的障壁を取り除く必要がある。 

キャリアパスへの影響と経済的不安 

育児休業取得がキャリアパスに与える影響への懸念は、従業員にとって大きな問題である。女性の
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73.4%が産休・育休によるキャリアへの影響を「不安視」しており、特に「収入面での不安」（68.8%）、
「仕事のカンが鈍くなる」（52.5%）、「以前のポジションがなくなる」（16.2%）、「昇進チャンスが遠のく」
（6.2%）といった点が挙げられている 。男性医師の調査でも、管理職ではない医師が育児休業を取
ることで人事評価にマイナスの評価をされやすくなるのではないかと心配しているケースが報告され
ている 。 
育児休業中に転職を考えた女性は57.1%に上り、その理由として「働き方（リモート・時短勤務可否
等）に不満がある」や「昇進・キャリアアップが望めない」が挙げられている 。これは、復帰後の待遇
やキャリアの見通しに対する不満が、離職を検討する要因となっていることを示している。 
経済的不安は、男女ともに育児休業取得における最大の懸念事項である 。女性の48.8%が配偶者
（夫）の収入減少を、男性の40.9%が自身の収入減少を心配している 。この経済的な懸念は、生活
費や住宅ローンといった現実的な問題に直結するため、育児休業の取得を断念する背景となってい
る 。キャリアパスへの影響と経済的不安は密接に絡み合っており、企業が評価制度を見直し、労働
時間ではなく成果ベースの評価を導入すること 、また、両立支援等助成金などの経済的支援を積極
的に活用すること が、これらの不安を軽減し、従業員が安心して育児休業を取得・復帰できる環境
を整備するために不可欠である。 

精神的健康の課題と相談環境の不足 

育児休業から職場復帰した後、精神的な不調を訴える従業員が少なくない。男性の育児休業取得
者を対象とした調査では、6割以上が精神的不調（不安感、イライラ、睡眠障害、意欲低下など）が
「増えた」と回答している 。これは、育児と仕事の両立の困難さ、職場の期待と現実のギャップ、そし
て個人的な休息時間の不足などが複合的に影響していると考えられる。 
さらに深刻なのは、これらの精神的な不調を抱える従業員が、十分な相談環境に恵まれていない実
態である。男性の約70%が、育児休業復帰後の相談環境が「十分でなかった」と回答しており、
16.3%は職場でもプライベートでも相談できる環境がないと報告されている 。相談しにくい理由として
は、「職場でプライベートなことを話すことへの抵抗」（39.7%）、「職場で弱みを見せることへの抵抗」（
37.2%）、「相談しても解決に繋がらないと思った」（32.3%）などが挙げられている 。 
この状況は、従業員が孤立し、一人で悩みを抱え込むリスクが高いことを示唆している。特に男性の
場合、育児への積極的な参加が求められる一方で、その過程で生じる精神的負担に対するサポート
が不足している現状がある。企業は、育児休業の取得促進だけでなく、復帰後の従業員の精神的健
康をサポートするための体制を構築する必要がある。これには、心理的安全性の高い職場環境の
醸成、定期的な面談や相談窓口の拡充、外部の専門機関との連携などが含まれる。従業員が安心
して悩みを打ち明けられる環境を整備することは、離職防止や生産性向上にも繋がる重要な取り組
みである。 

結論と提言 
育児休業制度は、日本の少子高齢化という社会課題に対応し、多様な働き方を実現するための重
要な基盤である。男性の育児休業取得率は近年大幅に上昇し、育児休業がもたらす多岐にわたる
好影響も認識されつつある。しかし、その取得期間の短さや、企業側と従業員側の双方に存在する
根深い課題が、制度の真の浸透と効果的な運用を阻害している。 
本レポートの分析から、育児休業制度を巡る課題は、単なる制度の有無や周知の問題に留まらず、
企業の組織文化、業務プロセス、評価制度、そして従業員の心理的側面が複雑に絡み合っているこ
とが明らかになった。特に、企業側の「代替人員確保と業務負担増」の懸念は、従業員側の「同僚へ
の負担懸念」と直接的に連動しており、この構造的課題が育児休業の取得を躊躇させ、期間を短期
化させる主要因となっている。また、経営層の生産性への懸念と、従業員の経済的不安、そして育
児休業取得者のキャリアパスへの影響は、従来の労働時間ベースの評価制度や職場風土に起因

6 



 

する相互依存的な課題である。 
これらの課題を解決し、育児休業制度が企業と従業員双方にとって真に価値あるものとなるために
は、以下の多角的なアプローチが不可欠である。 

1.​ 意識改革と文化醸成の徹底: 育児休業は女性だけでなく男性にとっても「当たり前」の権利で
あり、企業の成長に貢献するものであるという認識を、経営層から管理職、そして全従業員へ
と浸透させる必要がある。経営層や管理職は、自らが率先して育児休業を取得したり、積極
的に取得を推奨する「イクボス宣言」を行うなど、具体的な行動で模範を示すことが重要であ
る 。これにより、従業員が心理的な抵抗なく育児休業を申請・取得できる風土が醸成される 。 

2.​ 働き方改革と業務効率化の推進: 業務の属人化を解消し、誰かが不在でも業務が滞らない体
制を構築することが急務である。具体的には、業務プロセスの標準化、マニュアル化、タスク
シェアリングの推進、そしてデジタルツールの活用による業務効率化が挙げられる 。また、時
短勤務、フレックスタイム制度、リモートワークなど、柔軟な働き方を制度として導入するだけ
でなく、それが従業員にとって実際に利用しやすい環境を整備することが重要である 。育児休
業取得者の復帰後の両立支援だけでなく、非取得者の業務負担軽減にも繋がり、従業員間
の公平性への懸念を和らげることができる。 

3.​ 評価制度の見直しとキャリアサポートの強化: 労働時間や在席期間ではなく、成果や貢献度
を重視する評価制度へと移行する必要がある 。これにより、育児休業取得者や時短勤務者
が不当に評価されることを防ぎ、キャリアパスへの不安を軽減する。また、育児休業復帰後の
キャリア面談や、昇進・昇格機会の公平な提供、必要に応じたリスキリング支援なども重要で
ある 。 

4.​ 経済的支援の拡充と情報提供: 従業員の経済的不安を軽減するため、育児休業給付金制度
の周知徹底に加え、企業独自の給与補償制度の検討も有効である 。また、政府や自治体が
提供する「両立支援等助成金」などの支援制度を企業が積極的に活用し、その恩恵を従業員
に還元することで、育児休業取得に伴う経済的負担を実質的に軽減できる 。 

5.​ 心理的安全性の確保と相談体制の強化: 育児休業復帰後の従業員が抱える精神的負担に
対し、企業はよりきめ細やかなサポートを提供する必要がある。従業員が弱みを見せることな
く、安心して育児や仕事に関する悩みを相談できる心理的安全性の高い職場環境を醸成す
る。 

育児休業の推進は、単なる法令遵守や福利厚生の提供に留まらない。それは、従業員のエンゲー
ジメントと定着率を高め、優秀な人材を確保し、企業の生産性と競争力を向上させるための戦略的
な投資である。企業がこれらの課題に真摯に向き合い、包括的な解決策を実行することで、従業員
が仕事と育児を両立しながら最大限の能力を発揮できる、より持続可能で活力ある社会の実現に貢
献できるだろう。 

出典 
1.​ 男性育休取得を促進する義務化から考える地域経済の活性化の可能性,

(https://senyou.the-issues.jp/blog/%E7%94%B7%E6%80%A7%E3%81%AE%E8%82%B
2%E4%BC%91%E5%8F%96%E5%BE%97%E4%BF%83%E9%80%B2%E7%BE%A9%
E5%8B%99%E5%8C%96%E3%81%8B%E3%82%89%E8%80%83%E3%81%88%E3%8
2%8B%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%81%AE%E6%B4%
BB%E6%80%A7%E5%8C%96%E3%81%AE%E5%8F%AF%E8%83%BD%E6%80%A7) 

2.​ 男性育休取得を言い出しづらい雰囲気の職場環境を改善するには？, 
https://www.kyowakirin.co.jp/stories/20220915/index.html 

3.​ 男性育児休業等の取得促進に向けた取組事例, 
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/hcm-danseikatsuyaku/bespura-jirei.html 

4.​ 育休・復職課題の解決に向けた労働組合の役割とは？, 

7 

https://www.kyowakirin.co.jp/stories/20220915/index.html
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/hcm-danseikatsuyaku/bespura-jirei.html


 

https://buzzkuri.com/columns/union-recreation/5300/ 
5.​ 【男性の育休取得に関する実態調査】育休後、6割以上が精神的不調を実感するも、約70％
は相談環境が十分に整ってない実態, 
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000071.000089158.html 

6.​ 両立支援等助成金とは？3つのメリットや受給額、申請方法を解説, 
https://shacho-no-komon.net/column/work-life-balance-grant-overview 

7.​ 育児休業に関する最新の動向と、企業側・従業員側の課題について, 
https://nagasaki-ajisai.jp/news/25890/ 

8.​ 男性育休取得率100％を目指す企業の取り組み事例5選, 
https://hq-hq.co.jp/articles/241219_141 

9.​ 男性の育児休業取得促進に向けた課題と解決策, https://www.jri.co.jp/page.jsp?id=102431 
10.​産休・育休からの職場復帰に「不安があった」方は83.3%｜株式会社ロムサーチのプレスリ
リース, https://romsearch.officestation.jp/report/42943 

11.​育児休業取得率の推移について, 
https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/kurashikata_ishikihenkaku/kaisai/pdf/da03-1-1.pdf 

12.​両立支援等助成金とは？コースの種類や申請するメリット・注意点を解説, 
https://www.freee.co.jp/kb/kb-trend/work-life-balance-grant-overview/ 

13.​育休取得率 ～首位は「生活関連サービス業，娯楽業」、全業種上昇、非正規多い産業や中
小も上昇, https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=79358?site=nli 

14.​最新の男性育休取得率は「30.1%」｜男性の育休取得率が低い理由と取得率アップに向けた
対策, https://yokens.jp/blog/acquisition-rate-man/ 

15.​育休復帰後の昇進・評価制度の見直し方｜中小企業でも取り組める具体策, 
https://at-jinji.jp/blog/51556/ 

16.​男性育休取得での不安１位は、男女ともに「収入」で、職場環境を上回る, 
https://www.persol-career.co.jp/system/files/newsroom/uploads/2022/01/2eeaa79ebbd012
041d05280a1fa45e57.pdf 

17.​企業規模別育児休業給付金受給者数, 
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2025/03/korea_01.html 

18.​73.4%のママが、産休・育休によるキャリアへの影響を「不安視」 2021年コロナ禍と比べ、4.8
ポイントダウン, https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000133.000043389.html 

19.​男性の育児休業取得者の割合が前年度から13ポイント上昇して3割台に ――厚生労働省が
2023年度「雇用均等基本調査」結果を公表, 
https://www.jil.go.jp/kokunai/blt/backnumber/2024/10/kokunai_05.html 

20.​「育児・介護休業法」の改正、“内容も理解”は2割強にとどまる 管理職／非管理職で制度の導
入状況における認識差あり, https://www.hrpro.co.jp/trend_news.php?news_no=3564 

21.​育休取得女性300人に調査―復職後のサポートが「十分だった」は5割超も、復帰後は“ネガ
ティブな変化”が起きやすい傾向か, 
https://www.hrpro.co.jp/trend_news.php?news_no=3491 

22.​育休からの復帰後、元の部署で働いている人の割合, https://hrzine.jp/article/detail/6209 
23.​【2025年4月・10月育児・介護休業法改正 法人の対応状況と課題に関する調査】77.8%の大
手法人が今後義務化の「柔軟な働き方を実現するための措置」を先行対応一方、最多の課題
は『従業員間の公平性』で34.7%, https://www.works-hi.co.jp/news/20250317 
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